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【タイトル案】 

南海トラフ地震による災害廃棄物量は 7～28万トン、処理には 1.6年以上必要 

 

【本文案】 

災害廃棄物は、被災地の復旧や産業に深刻な影響を及ぼし、その処理速度は震災からの復興に要する時

間、すなわちレジリエンスに直結します。南海トラフ地震では全国で約 4.2億トン、東日本大震災の約 21

倍の災害廃棄物が発生すると推計されており、事前の合理的なマネジメント手法の確立が急務です。しか

しながら、南海トラフ地震・津波の影響下にある沿岸地域およびインフラシステムの中で、災害廃棄物の

処理に要する時間を精緻に評価するための定量的手法は、これまで確立されていませんでした。 

早稲田大学創造理工学部・社会環境工学科の秋山充良教授らの研究グループは、地震と津波の複合災害

（マルチハザード）により発生する災害廃棄物の量と処理時間を算定する数理手法を開発しました。本モ

デルは、被災した廃棄物処理施設や道路ネットワークなどのインフラシステムの復旧性能や相互依存性

を考慮し、災害廃棄物の処理動態を動的に評価する点が特徴です。三重県南部を対象としたシミュレーシ

ョンでは、災害廃棄物の発生量は約 7万トンから 28万トンと推定され、その処理には少なくとも 1.6年

を要することが明らかになりました。この研究成果は、自治体による災害廃棄物対策の立案や、沿岸地域

におけるインフラ強靭化・レジリエンス向上の基盤となります。 

本研究は、学術誌「Reliability Engineering & System Safety」に 2025年 5月 14日付でオンライン掲載さ

れました。これは早稲田大学、東北大学、および米国・Lehigh大学による国際共同研究の成果であり、構

造工学・防災分野における重要な先駆的貢献です。今後は、仮設処理施設の配置計画や橋梁・既存処理施

設の補強戦略など、実社会への応用展開が期待されます。 

 

【図表案】 
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強
度

0

1000

2000

3000

4000

5000

0.0 0.1 1.0 10.0

最
大
加
速
度
応
答
(ga

l)

固有周期 (s)
10110010-110-2

周期

変位

荷
重

沿岸地域のモデル化とハザードマップの評価

Google Earth
検討対象地域の選定

対象地域

南海トラフ

< <
廃棄物量

地
理
情
報
シ
ス
テ
ム
に
よ
る

空
間
的
な
統
合

地震動
ハザード

時間 t

被災地域における災害廃棄物の輸送・処理

廃棄物 仮置場 処理施設

輸送 輸送 処理

被
災
道
路
網
を

介
し
た
輸
送

発災からの経過日数災
害
廃
棄
物
処
理

の
完
了
確
率

仮置き

損
傷
確
率

大破小破

2-a非線形構造解析 2-b 安全性評価

低強度な
橋梁群

高強度な
橋梁群

図 地震と津波のマルチハザードにより生じる災害廃棄物の量と処理時間の推定手順

津波
ハザード

構造物の
安全性評価

道路
ネットワーク

建築物

橋梁

焼却施設

仮置場

構造物の
変位荷重
関係

地震波

波力

被災した構造物から
発生する災害廃棄物量

損傷した処理施設の
処理能力の低下量

道路ネットワークの
途絶








